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第1回

本研修のスケジュール

開始 終了 内容 担当
13:30 13:35 0:05 オリエンテーション 事務局

13:35 14:05 0:30 １：成年後見制度、相続税と贈与税の見直しの動き
本協会理事・弁護士
菊永 将浩

14:05 14:35 0:30 ２：共有不動産に係る民法の改正について

14:35 14:45 0:10 休憩

14:45 15:15 0:30
３：公正証書作成オンライン化（電子公正証書）

の検討状況
千葉公証役場
公証人 小宮山 茂樹様

15:15 15:45 0:30 ４：空き家特例と信託に係る国税回答について 本協会代表・司法書士
宮田 浩志

15:45 16:00 0:15 全体質疑応答 終了（予定）
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（13:35～14：05）

１：成年後見制度、相続税と
贈与税の見直しの動き

本協会理事
弁護士 菊永 将浩
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１：成年後見制度、相続税と贈与税の見直しの動き
（13:35～14：05）
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〇成年後見制度の見直しの動きについて

１ はじめに

少し前に、成年後見制度の見直しの方向として、

・一時的な利用を認めるべきである
・後見人の交代を柔軟に認めてほしい

等のことが議論されている旨、報道等で取り上げられた。

これらの点についてまずは、現行の法制度がどうなっているかを
少し遡って説明を行います。
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〇成年後見制度の見直しの動きについて

２ 成年後見制度利用促進法（平成３０年４月１日施行）

（目的）
第１条 この法律は、認知症、知的障害その他の精神上の障害があることにより財産の
管理又は日常生活等に支障がある者を社会全体で支え合うことが、高齢社会における喫
緊の課題であり、かつ、共生社会の実現に資すること及び成年後見制度がこれらの者を
支える重要な手段であるにもかかわらず十分に利用されていないことに鑑み、成年後見
制度の利用の促進について、その基本理念を定め、国の責務等を明らかにし、及び基本
方針その他の基本となる事項を定めること等により、成年後見制度の利用の促進に関す
る施策を総合的かつ計画的に推進することを目的とする。

→この法律に基づいて
「成年後見制度利用促進基本計画」（５か年計画）（法第１２条）
が策定され、
その基本計画に基づいて成年後見制度の利用促進についての取り組み

がなされている（又は検討されている）

１：成年後見制度、相続税と贈与税の見直しの動き
（13:35～14：05）
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第２期成年後見制度利用促進基本計画（厚生労働省HPから抜粋）

１：成年後見制度、相続税と贈与税の見直しの動き
（13:35～14：05）
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１：成年後見制度、相続税と贈与税の見直しの動き
（13:35～14：05）
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３ 現在の検討状況
令和５年２月２１日、成年後見制度利用促進専門家会議第３回成年後見制度の運

用改善等に関するワーキング・グループが開催された。（資料は厚生労働省HPより）

⇒何を見直そうとしているか？

１：成年後見制度、相続税と贈与税の見直しの動き
（13:35～14：05）
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成年後見制度の運用改善等に関するワーキング・グループ③（令和 5 年 2 月 21 日）
検討項目 主査 新井誠

１ 論点
適切な報酬算定に向けた検討及び報酬助成の推進等に関すること
２ 検討事項（第二期基本計画抜粋）
○ 後見人等の適切な報酬の算定に向けた検討と申立費用・報酬の助成制度の推進等については、併せて検討される必要がある。（Ｐ１５）
○ 国は、上記の観点から、市町村の成年後見制度利用支援事業の取扱いの実態把握に努め、同事業を全国で適切に実施するために参考と
なる留意点を示すなど、全国的に同事業が適切に実施される方策を早期に検討する。（Ｐ１６）

○ （裁判所における）適切な報酬の算定に向けた検討と併せて、市町村が行う同事業に国が助成を行う地域支援事業及び地域生活支援事業
についても、必要な見直しを含めた対応を早期に検討する。（Ｐ１７）

○ 法律専門職を含めた後見人等が弁護士又は司法書士に民事裁判等手続を依頼した場合に適切に民事法律扶助制度が活用される方策を早期
に検討する。（Ｐ１７）

３ 今回の検討項目
○ 後見人等の適切な報酬の算定に向けた裁判所による自律的な検討と申立費用・報酬の助成制度の推進等
○ 市町村の成年後見制度利用支援事業が全国的に適切に実施される方策
○ 国の地域支援事業及び地域生活支援事業について、必要な見直しを含めた対応の検討
○ 法律専門職を含めた後見人等が弁護士又は司法書士に民事裁判等手続を依頼した場合に適切に民事法律扶助制度が活用される方策の検討

（参考）検討スケジュール等（案）
○第４回ワーキング・グループ（令和５年春～夏頃）
・成年後見制度利用支援事業を全国で適切に実施する方策の検討の方向性について
・適切な報酬の算定に向けた検討の方向性について

＜令和６年度＞
・中間検証
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〇暦年贈与の見直しについて

昨年末の令和５年度税制改正大綱において、従来より取沙汰されていた
「暦年贈与の見直し」について具体的な内容が取り上げられた。

キーワードは

「資産移転の時期の選択により中立的な税制の構築」

１：成年後見制度、相続税と贈与税の見直しの動き
（13:35～14：05）

家族信託専門士・コーディネーターフォロー研修202302
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〇暦年贈与の見直しについて
（見直しの方向性の骨子）

１ 暦年贈与の見直し
相続開始前に贈与があった場合の相続税の課税価格への加算期間等について、
次の見直しを行う。
①相続又は遺贈により財産を取得した者が、当該相続の開始前７年以内（現
行：３年以内）に当該相続に係る被相続人から贈与により財産を取得したこ
とがある場合には、当該贈与により取得した財産の価額（当該財産のうち当
該相続の開始前３年以内に贈与により取得した財産以外の財産については、
当該財産の価額の合計額から１００万円を控除した残額）を相続税の課税価
格に加算することとする。

（注）上記の改正は、令和６年１月１日以後に贈与により取得する財産に係
る相続税について適用する。

１：成年後見制度、相続税と贈与税の見直しの動き
（13:35～14：05）

家族信託専門士・コーディネーターフォロー研修202302
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〇暦年贈与の見直しについて
（見直しの方向性の骨子）

２ 相続時精算課税制度の見直し
相続時精算課税制度について、次の見直しを行う
①相続時精算課税適用者が特定贈与者から贈与により取得した財産に係るその
年分の贈与税については、現行の基礎控除とは別途、課税価格から基礎控除
１１０万円を控除できることとするとともに、特定贈与者の死亡に係る相続
税の課税価格に加算等をされる当該特定贈与者から贈与により取得した財産
の価額は、上記の控除をした後の残額とする。

（注）上記の改正は、令和６年１月１日以後に贈与により取得する財産に係る
相続税又は贈与税について適用する

１：成年後見制度、相続税と贈与税の見直しの動き
（13:35～14：05）
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〇暦年贈与の見直しについて
（見直しの方向性の骨子）
３ その他

１：成年後見制度、相続税と贈与税の見直しの動き
（13:35～14：05）
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（14:05～14：35）

２：共有不動産に係る民法の改正

本協会理事
弁護士 菊永 将浩
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２：共有不動産に係る民法の改正 （14:05～14：35）
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〇近時の民法改正の動き

ここ最近、基本法である民法の改正が続いて行われた。

債権法改正 → 相続法改正 → 物権法改正

家族信託専門士・コーディネーターフォロー研修202302
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（１）民法（物権法改正を主とする改正）（２０２３年４月施行）
【主な改正内容】

２：共有不動産に係る民法の改正 （14:05～14：35）

家族信託専門士・コーディネーターフォロー研修202302
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〇令和５年からスタートする法改正

（１）民法（物権法改正を主とする改正）（２０２３年４月施行）
【主な改正内容】
①財産管理制度の見直し
・所有者不明、管理不全の土地・建物管理制度等の創設

②共有制度の見直し
・共有者不明の共有物の利用の円滑化

③相隣関係規定の見直し
・ライフラインの設備設置権等の規律の整備

④相続制度の見直し
・長期間経過後の遺産分割の見直し など

２：共有不動産に係る民法の改正 （14:05～14：35）

家族信託専門士・コーディネーターフォロー研修202302
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〇令和５年からスタートする法改正

２：共有不動産に係る民法の改正 （14:05～14：35）
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〇令和５年からスタートする法改正

（２）相続土地国庫帰属法
令和５年４月２７日からスタート

２：共有不動産に係る民法の改正 （14:05～14：35）

家族信託専門士・コーディネーターフォロー研修202302
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〇令和５年からスタートする法改正

２：共有不動産に係る民法の改正 （14:05～14：35）
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〇令和５年からスタートする法改正

（３）その他

２：共有不動産に係る民法の改正 （14:05～14：35）

家族信託専門士・コーディネーターフォロー研修202302
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２：共有不動産に係る民法の改正 （14:05～14：35）

<MEMO>

家族信託専門士・コーディネーターフォロー研修202302
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休 憩
（14：35～14：45）
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（14:45～15：15）

３：公正証書作成オンライン化
（電子公正証書）
の検討状況

公証人
小宮山 茂樹 様

23

家族信託専門士・コーディネーターフォロー研修202302
Copyright (C) 一般社団法人家族信託普及協会



24

・令和７年秋から施行予定（公証人はその半年前から研修）

・公証人法の改正を伴うものであり、今国会に提出を予定している。
現在、法制審議会において法案作成作業中であり、公刊物やネットにはあがって
いない。
尚、現行公証人法の細部・手続面の事項は規則に任せるというイメージである。

家族信託専門士・コーディネーターフォロー研修202302
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３：公正証書オンライン化（電子公正証書）の検討状況 （14:45～15：15）
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電子公正証書の概要は、大きく、リモートと対面に分かれる。

リモートによる公証
公証人が遠方の当事者との間で、WEB会議システムでやりとりする。
出張に代わるものになるかもしれない。

・WEB会議システムは、チームズ（Microsoft Teams）を利用。
・画面共有しながら行うをする。
・事前に本人確認書類（運転免許証or写真付マイナンバーカード）を提出いただき、
面談時には画面を通して目視で人物照合を行い、更に生年月日等を確認すること
で本人確認をする。

・スクリーンショットで本人確認の証拠を残す。
そのため、鮮明に映る感度の高いカメラが必要になる。

・遺言の場合、遺言者から口授を受け、公証人が遺言書の内容を読み上げる。
修正があれば、その場で訂正する。
ワードで作成してＰＤＦに落とし、画面共有で確認。

・当事者の署名は、タブレットかマイクロソフト社が出しているソフトの署名パネルに
タッチペンで署名してもらう。（タッチペンは、アマゾンで2000円位の）

・署名後、PDFとして再度ダウンロードし、公証人が電子署名する。

家族信託専門士・コーディネーターフォロー研修202302
Copyright (C) 一般社団法人家族信託普及協会

３：公正証書オンライン化（電子公正証書）の検討状況 （14:45～15：15）
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対面による公証

・従来とそれほど変わらない。
ただし、原本は電子化するので、最後の署名はタブレットに署名するイメージ。
公証人の署名も同様である。

紙の正本、謄本は、当事者の請求があれば作成して交付する。
オンラインの場合は、後日の郵送交付になる。

家族信託専門士・コーディネーターフォロー研修202302
Copyright (C) 一般社団法人家族信託普及協会

３：公正証書オンライン化（電子公正証書）の検討状況 （14:45～15：15）



（15:15～15：45）

４：空き家特例と信託に係る
国税回答について

本協会代表
司法書士 宮田 浩志
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本日の論点『相続空き家の3,000万円特別控除（租税特別措置法35条3項）は、
信託契約の残余財産の帰属権利者も適用できるか』

まず前提として、

但し、適用には要件がある。

家族信託専門士・コーディネーターフォロー研修202302
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４：空き家特例と、信託に係る国税回答について （15:15～15：45）

＜租税特別措置法第35条第3項＞
『被相続人の居住用財産（空き家）に係る譲渡所得の特別控除の特例』（通称『相続空き家の3000万円特別控除』）

相続又は遺贈により被相続人の居住用家屋（空き家）及びその敷地等を取得した人が、
相続発生から３年以内に当該不動産を売却した際には、その譲渡益について、3,000万円まで
控除される。
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４：空き家特例と、信託に係る国税回答について （15:15～15：45）

『相続空き家の3000万円特別控除』適用の要件

①「相続」又は「遺贈」により被相続人の居住用家屋（空き家）及びその敷地等を取得した人であること
※土地だけ生前贈与により取得していた場合は適用できない

②相続開始直前において被相続人が一人で居住していること
※被相続人が介護保険法に規定する要介護認定等を受け、かつ相続開始直前まで老人ホーム等に入居していた場合
（被相続人が入所する正当な理由があり、かつその後誰も使用せず空き家だった場合）も適用可

③相続開始から譲渡まで貸付用又は居住用として利用されていないこと

④建物が昭和56年5月31日以前に建築されたものであること

⑤建物が区分所有建物でないこと

⑥相続開始から３年を経過する年の12月31日までの譲渡であること

⑦譲渡の時点で建物が耐震基準を満たすか、建物を取壊した後の底地を譲渡すること

⑧譲渡価格が金１億円以下であること
※売却が複数回にわたる場合や複数の相続人で売却する場合には、それぞれの売却金額を合算して判定

⑨譲渡の相手が配偶者・直系血族など特別の関係がある者でないこと
※生計を一にする親族、内縁関係、同族会社なども不可

⑩相続税の取得費加算や収用交換の特例の適用を受けないこと
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家族信託契約であっても、前記要件を満たせば、
『相続空き家の3000万円特別控除』の適用を受けられると考えられてきたが・・・

『令和4年12月20日東京国税局審理課長からの回答』で、事態は急変！

回答結論部分の抜粋

信託契約に基づき、委託者兼受益者の相続開始という信託終了事由の発生により
信託が終了したことに伴い、当該信託に係る残余財産を帰属権利者が取得したこと
は、本件特例に規定する相続人による「相続又は遺贈による被相続人居住用家屋等
の取得」に該当するとは認められず、また、死因贈与契約に基づき当該残余財産を
取得したとする事情も認められませんので、当該残余財産の譲渡に係る譲渡所得の
計算上、本件特例の適用を受けることはできません。

家族信託専門士・コーディネーターフォロー研修202302
Copyright (C) 一般社団法人家族信託普及協会

４：空き家特例と、信託に係る国税回答について （15:15～15：45）
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どういう事案であったか？

家族信託専門士・コーディネーターフォロー研修202302
Copyright (C) 一般社団法人家族信託普及協会

４：空き家特例と、信託に係る国税回答について （15:15～15：45）

＜信託契約の概要＞

委託者兼受益者 ：母A
受託者 ：子B
信託財産 ：母の住居（自宅）、現金
信託終了事由 ：受益者母の死亡（令３年）
残余財産の帰属先：Bと弟（照会者ら） →その後譲渡（令4年）

＜照会内容＞
・「空き家特例」は、譲渡をした者が「相続又は遺贈による被相続人居住用家屋等の取得」をした相続人であることを要件
の一つとしている。

・また、相続税法第９条の２第４項では、受益者の死亡に基因して終了する信託に係る残余財産の帰属は、適正な対価の負
担があるもの及び信託終了の直前において当該信託の受益者であった者に対するものを除いて、遺贈により取得したもの
とみなす旨規定されている。

・「空き家特例」が適用対象者を「相続又は遺贈による被相続人居住用家屋等の取得」をした相続人としているのは、相続
人がその意思の如何にかかわらず、相続により被相続人居住用家屋等の取得をし、その後の適正管理の責任を負うことに
なるためと考えられるが、今回の照会者らは、これと同様の状況にあると考えられる。

・よって、本件物件は、相続税法上のいわゆるみなし相続財産に該当すること及び照会者らは空き家特例の趣旨と同様の
状況にあることから、本件帰属は、空き家特例に規定する「相続又は遺贈による被相続人居住用家屋等の取得」に該当す
ると考える。
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国税の回答は 【参考：国税庁HP】信託契約における残余財産の帰属権利者として取得した土地等の譲渡に係る租税特別措置
法第35条第３項に規定する被相続人の居住用財産に係る譲渡所得の特別控除の特例の適用可否について

https://www.nta.go.jp/about/organization/tokyo/bunshokaito/joto-sanrin/221220/index.htm

家族信託専門士・コーディネーターフォロー研修202302
Copyright (C) 一般社団法人家族信託普及協会

４：空き家特例と、信託に係る国税回答について （15:15～15：45）

租税特別措置法（以下「措置法」といいます。）第35条第３項に規定する特例（以下「本件特例」といいます。）は、
相続又は遺贈（贈与者の死亡により効力を生ずる贈与を含みます。以下同じです。）による被相続人居住用家屋及び被
相続人居住用家屋の敷地等（以下「被相続人居住用家屋等」といいます。）の取得をした相続人（包括受遺者を含みま
す。以下同じです。）が、一定の譲渡をした場合に、その譲渡所得の計算上、本件特例の適用を受けることができる旨
規定しています。

ところで、信託契約などにより信託の受益権を取得する行為や、信託が終了し残余財産が権利者に移転した場合など
については、法律上の「贈与」又は「遺贈」には該当しないものの、実質的には贈与又は遺贈と同様の効果をもたらす
ことから、相続税法においては、これらの取得又は移転などについて贈与又は遺贈による取得とみなして相続税又は贈
与税の課税対象とする措置が講じられています（相続税法第９条の２）。

この点、本件特例は、例えば措置法第39条《相続財産に係る譲渡所得の課税の特例》に規定する特例のように、相続
税法の規定により遺贈等による財産の取得とみなされる場合を対象に含む旨は規定していません。

また、本件特例は、相続人が、相続により、その意思の如何にかかわらず、被相続人居住用家屋等の適正管理の責任
を負うこととなることを踏まえた趣旨の下、適用対象者を相続人に限定し、かつ、「相続又は遺贈による被相続人居住
用家屋等の取得」をした場合に限り適用すると規定したものであると考えられるところ、信託終了による残余財産の取
得は法律上の相続又は遺贈には当たらず、受託者（照会者）は信託行為の当事者であること、信託行為の当事者ではな
い帰属権利者は、その権利を放棄することができること（信託法183③）を踏まえると、上記本件特例の趣旨の下では、
帰属権利者による残余財産の取得を相続人による相続又は遺贈による財産の取得と同様に取り扱うことは相当ではない
と考えられます。

以上のことから、信託契約に基づき、委託者兼受益者の相続開始という信託終了事由の発生により信託が終了したこ
とに伴い、当該信託に係る残余財産を帰属権利者が取得したことは、本件特例に規定する相続人による「相続又は遺贈
による被相続人居住用家屋等の取得」に該当するとは認められず、また、死因贈与契約に基づき当該残余財産を取得し
たとする事情も認められませんので、当該残余財産の譲渡に係る譲渡所得の計算上、本件特例の適用を受けることはで
きません。
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今回の「東京国税局審理課長回答」を踏まえて考慮しておくべき重要なポイント

（1）老親の実家を将来売却するとしたらどのくらいの価格で売却できるのかの想定（査定）
しておくこと

（2）不動産取得時の価格を把握し、取得費よりも想定売却価格が上回るかどうか
（譲渡益が発生するかどうか）を見極めること

（3）譲渡益が発生することが見込まれる場合は、老親の生前かつ老親が住まなくなってから
３年以内に売却すべきかを見極めること

家族信託専門士・コーディネーターフォロー研修202302
Copyright (C) 一般社団法人家族信託普及協会

４：空き家特例と、信託に係る国税回答について （15:15～15：45）
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家族信託専門士・コーディネーターフォロー研修202302
Copyright (C) 一般社団法人家族信託普及協会

全体質疑応答 （15:45～16：00）

<MEMO>
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